収益（所得）の実現は主要事実，収入すべき権利の確定は間接事実か？──要件事実論から得られる示唆── by 泉 絢也
大学院研究年報　第45号　2016年 ２ 月
＊　いずみ　じゅんや　　商学研究科商学専攻博士
課程後期課程
　　目　　　次
　は じ め に
Ⅰ　事実の証明による要件充足と反証の可否
Ⅱ　弁 論 主 義
Ⅲ　立証責任（証明責任 )
Ⅳ　連接点としての主要事実と規範的要件の特徴
Ⅴ　収益の年度帰属と要件事実論
　結びに代えて
　要件事実論に関する議論については，収益（所
得）の実現を主要事実とし，権利の確定を間接事
実として位置付けることにはどのような意味があ
るであろうかという視座に立ち，差し当たり，主
要事実は，①事実の証明による要件充足と反証
の可否，②弁論主義（主張責任の対象と自白の
対象），③立証責任の対象という三つの問題に連
接するターミナルのようなものであるという理解
を整理・検討の出発点としている．
Ⅰ　事実の証明による要件充足と反証の可否
１ 　主要事実の意義
　⑴　事実の分類
　訴訟では，様々な事実3）が主張され，その存否
が問題となる．訴訟において主張された事実につ
いて，当事者がその存否を争った場合に，裁判所
が認定を必要とする事実を要証事実といい，これ
には主要事実，間接事実，補助事実がある．4）
　主要事実（直接事実）とは，権利の発生・変更・
消滅という法律効果の判断に直接必要な事実であ
り，法律の条文に要件として掲げられている事実
に照応する事実である．これに対して，間接事実
とは，経験則5） （論理法則6）を含む．）の助けを借
りることによって主要事実を推認するのに役立つ
事実であり，徴表（徴憑）とも呼ばれる．補助事
は じ め に
　筆者は，法人税法における収益（所得）の年度
帰属（計上時期）との関係において，収益（所得）
の実現が主要事実であり，収入すべき権利の確定
や経済的利得の管理支配が間接事実，権利の確定
や管理支配を推認させる事実を再間接事実として
位置付ける見解（以下「実現主要事実説」という．）
に示唆を受けて，1）収益の年度帰属について，要
件事実論の観点から私見を簡述したことがあ
る．2）本稿では，その際，紙面の制約もあってほ
とんど触れることができなかった要件事実論（あ
るいは訴訟法）から得られる知見について整理・
検討した上で，別稿で示した私見に対して補足的
考察を行いたい．
泉　　　絢　也＊
キーワード
収益の計上時期，年度帰属，収益の実現，権利確定主義，管理支配基準，課税要件事実論，規範的要件
――要件事実論から得られる示唆――
収益（所得）の実現は主要事実，収入すべき権利の
確定は間接事実か？
02_論文_泉絢也.indd   21 2016/01/21   18:54:45
22
を構成する要素である要件事実（法律要件要素又
は構成要件要素ともいい，事実ではなく評価を要
件として規定している場合もある．14））であり，
要件事実に対応する具体的な事実が主要事実であ
る．15）要件事実は一般的生活関係に妥当する類型
的事実であって，これを示す概念は法的概念であ
るのに対して，主要事実や間接事実は現実の生活
関係において生起した生の事実であって，これを
示す概念は事実的・経験的概念である．16）
　なお，ある要件事実を前提にそれの主要事実が
何であるかを考えるのは，法解釈の問題，事実と
法規の当てはめにおける解釈の問題であり，また，
具体的事実が法規の要件事実に該当するか否かの
判断（法規の当てはめ）は，事実の法的評価・法
的判断であって，事実認定の領域の問題ではなく
法解釈の問題であるから，裁判所の任務であると
解されている．17）
２ 　事実の証明による要件充足と反証の可否
　かように主要事実とは，権利の発生・変更・消
滅という法律効果の判断に直接必要な事実であ
り，法律の条文に要件として掲げられている事実
に照応する具体的な事実である（このことは，主
要事実が後述する主張責任や立証責任の対象とさ
れることと深く関係している．）．したがって，主
要事実の存在が直接証拠によって証明されたなら
ば，法律要件の充足が認められ，所定の法律効果
が発生することになる．
　他方，間接事実とは，経験則の助けを借りるこ
とによって主要事実を推認（証拠によって認定さ
れた間接事実を総合し経験則を適用して主要事実
を認定すること．最高裁昭和43年 2 月 1 日第一小
法廷判決・集民90号157頁）するのに役立つ事実
であるにすぎない．間接事実の存在が間接証拠に
よって証明されたとしても，これによって推認さ
れる主要事実は，用いられる経験則自体の蓋然性
と間接事実の証明の度合いに左右されるという意
味で文字どおり蓋然的なものであるから，理論上
実は，証拠能力や証拠力（証明力）を明らかにす
る事実をいう．7）ただし，一つの事実が，単純に
一つの要件に照応する主要事実，間接事実又は補
助事実に振り分け得るというものではない．ある
要件との関係で主要事実とされる事実が他の要件
との関係でも主要事実となったり，あるいは間接
事実となったりする場合もあるし，間接事実が補
助事実として機能する場合もある．8）
　⑵　実体法規と主要事実との関係
　民事訴訟における裁判所の審判の対象は，一般
に原告の被告に対する権利主張の当否である．現
在のわが国における法体系の下では，権利義務の
発生・変更・消滅などは全て法によって規律され
ているため，裁判所が訴訟物についての審判をな
すに当たっては，法規を基準としなければならな
い．9）
　そして，権利なるものは，事実と異なり，観念
的な存在であり，直接その有無を認識判断するこ
とは不可能であるため，法規は，この認識不能な
権利を認識可能な事実に結び付け，裁判を可能な
らしめている．すなわち，実体法規は，法律要件
として，通常一定の事実を要求し，これが充足さ
れればその法律効果として，一定の権利が発生・
変更・消滅する，との規定構造をとる．10）したがっ
て，裁判は，「法律要件 Tがあれば法律効果 Rが
ある．」という実体法規が定める法規範（抽象的
命題）を大前提とし，「法律要件 Tに該当する具
体的事実 tが存在する．」（その前提として「具体
的事実 tは法律要件 Tに該当する．」という判断
がある．）ことを小前提として，法的三段論法に
より，法律効果 Rの発生を判断する，という判
断構造となる．11）裁判作用が，法規を大前提とし
て，具体的な事件においてその主要事実に当たる
事実を小前提として認定し，法規の定める法律効
果の発生を具体的に判断（法律関係の存否に関す
る法律判断）する三段論法であるといわれる所以
である．12）
　この場合の，実体法規に規定された法律要件13）
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方法（民事訴訟規則53条，79条，80条，81条），判決
書における事実摘示（民事訴訟法253条 1 項 2 号），
判決理由における事実認定，判断遺脱として上告
理由・再審事由となる事実（民事訴訟法312条 2
項 6 号，338条 1 項 9 号）などとの関係で意味を有
するが，実務的・理論的にみてより重要なのは，
主張責任，争点整理・釈明・審理の基準及び証拠
調べ（自白の成否，証拠調べの必要性）であると
いわれている．21）主要事実・間接事実の区別が明
らかであることにより，主張責任を負う当事者は，
主張や立証の要否を知り，本証の準備をすること
ができ（請求の理由付け・説得），相手方は，反
対主張を準備し，反証の要否を知り（防御の機会
の保障措置），裁判所は，真の争点の把握が容易
になり，当事者に求釈明すべき事項や証拠調べの
要否等を把握でき，適切かつ効果的な訴訟運営・
指揮（特に釈明）を期することができるからであ
り，これらについて良い結果をもたらすように，
主要事実・間接事実の区別がなされるのが望まし
いというのである．22）このうち，主張責任や自白
の成否などの問題は弁論主義と深く関わるもので
ある．
　弁論主義とは，判決ないし訴訟物たる権利関係
の基礎をなす事実の確定に必要な資料の提出（事
実の主張，証拠の申出）を当事者の権能及び責任
とする建前をいい，事実の確定に必要な資料の探
索を裁判所の職責でもあるとする職権探知主義に
対立する概念である．23）弁論主義の命題は，次の
三つの内容に区分して説明されるのが通例であ
る．24）
（第 1テーゼ）
法律効果の発生・消滅に直接必要な事実（主要
事実）は，当事者の弁論に現われない限り，判
決の基礎とすることができない．
（第 2テーゼ）
裁判所は，当事者間に争いのない主要事実につ
いては，当然に判決の基礎としなければならず，
は常に反証の余地（主要事実の推認が阻止される
余地）がある．間接事実から主要事実を推認する
場合，その推認を争う相手方は，その前提となる
間接事実と両立する別個の間接事実を証明するこ
とによって，その推認を妨げる反証を行うことが
できるのであり，ここでいう別個の間接事実とは，
経験則の適用を排除すべき例外的事情であって，
「特段の事情」と呼ばれている．18）
　もっとも，そもそも訴訟上の証明は真実の蓋然
性を目標とする歴史的証明をもって足りるものと
解されているから，ある事実について証明ありと
されても必ずしもその事実が絶対的に真実である
ということが終局的に確定された訳ではなく，単
に通常人がその事実の存否につき確信をもち，疑
いを抱かないであろう程度にその真実性が肯定さ
れているにすぎない．この意味で，訴訟上の証明
は常に反証の余地が残されているものである．19）
そして，証拠から事実を証明する段階のみを考え
ると，直接証拠による主要事実の認定と間接証拠
による間接事実の認定は認定構造を同じくす
る．20）したがって，訴訟上の証明は常に反証の余
地があるという点については，直接証拠から主要
事実を証明することと間接証拠から間接事実を証
明することとで変わりはない．
　以上を踏まえて，主要事実と間接事実を区分す
ることの一つの意義を述べるとすると，直接証拠
により主要事実の存在を証明した場合には，その
証明が揺るがない以上，基本的には法律要件を充
足し，所定の法律効果の発生が認められるが，間
接証拠により間接事実を証明した場合でその証明
が揺るがない場合であっても，主要事実の存在の
証明という点については常に反証の余地が残され
ていることになる．
Ⅱ　弁 論 主 義
１ 　弁論主義の意義と主張責任・自白の拘束力
　主要事実と間接事実を区別することは，訴状・
答弁書その他の準備書面における事実主張の記載
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必然的に一致するかという点については争いがあ
る．
　第 2テーゼに関して，自白が成立すると裁判所
の事実認定権が排除されることになることが注目
されるが，自白の対象，すなわち弁論又は弁論準
備手続における，当事者による相手方の主張と一
致する自己に不利益な事実の陳述の対象は，原則
として具体的な事実であることを要し，かつ，権
利又は法律関係を直接に基礎付ける主要事実に限
られると解されている．28）なお，裁判所において
当事者が自白した事実は証明を要しないことにな
る（民事訴訟法179条）．
２ 　規範的要件と主要事実
　⑴　事実と評価
　民事裁判において問題となる事実は，法的評価
と関係がある場合が少なくなく，確定すべき事実
とは何か自体が困難な問題であり，法的評価に限
らず，およそ一般にどこまでが事実でどこまでが
評価かといった問題について境界線を引くことは
容易ではない．29）哲学的に困難な考究を別とすれ
ば，事実とは実際に世の中で（とりあえず，民事
訴訟の問題としては，この人間の社会で）存在し
ている又は起こったことであり，評価とは，そう
した事実について人間がどのように考えるかとい
う判断のことであり，仮に客観的な事実というも
のがあり，その事実は人の評価と区別されたもの
として存在するものとしても，そうした事実を人
が言葉で表現した際には，厳格には，その段階に
おいて，現実に存在する現象を言葉的表現に置き
換えるための評価が常に行われているから，言葉
によって表現された途端に，それは事実に対して
ある評価を加えているとさえいわれている．30）
　⑵　事実と評価の区別の基準
　事実と評価の区別を巡るこのような議論を踏ま
えた上で，伊藤滋夫教授は，事実と評価の区別の
基準について次のように述べられる．曰く，事実
についてのある表現のもつ表示価値は一義的明確
この意味で拘束を受ける（自白の拘束力）．
（第 3テーゼ）
裁判所が調べることができる証拠は，当事者が
申し出たものに限られる（職権証拠調べの禁止）．
　主要事実・間接事実の区別の問題が関係するの
は，第 1テーゼ及び第 2テーゼである．従来，両
テーゼは主要事実に限って適用されるものであ
り，間接事実は，当事者の主張がなくても斟酌で
きるとされ，それについての自白は拘束力を有し
ないと解されてきた．25）
　第 1テーゼについて説明を補足しておくと，間
接事実・補助事実は，主要事実の存否を推認させ
るのに役立つという点で，普通の証拠と同じ作用
を果たすという間接事実・補助事実と証拠との等
質性及び事実認定における裁判官の自由心証主義
（民事訴訟法247条）の観点から，第 1テーゼは，
主要事実のみに妥当し，間接事実・補助事実につ
いては妥当しないという理解が支持を得ている 
（最高裁昭和46年 6 月29日第三小法廷判決・集民
103号319頁など参照）．26）
　第 1テーゼによれば，弁論主義の下において，
主要事実は，当事者から主張されない限り判決の
基礎にされないが，その裏返しとして，判決の基
礎とされるためにはどちらかの当事者から主張さ
れなければならない．そして，ある主要事実につ
き，それを主張しないために判決の基礎とされず，
その結果，主要事実の存在を前提とする法律効果
の発生が認められないという不利益又は危険を主
張責任といい，当事者のうちの原告，被告のどち
らが，ある事実につき主張責任を負うかというこ
とを主張責任の分配という．主張責任の分配は，
ある事実が存否不明のときにその事実の存在又は
不存在が仮定されて裁判がなされることにより当
事者の一方が被る危険ないし不利益である立証責
任（証明責任）の分配に一致すると解されている
ため，主張立証責任（証明責任）の分配というよ
うに一括して表現されるが，27）例外なく又は論理
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ない評価的要件としては，例えば詐害行為取消権
の発生要件である債務者の「無資力」などを挙げ
ることができる．35）規範的要件は，認定事実の規
範的要件該当性の判断，すなわち法の当てはめの
段階で，規範的評価（法的価値判断）が求められ
るものであり，36）規範的評価の成立が所定の法律
効果の発生要件となっている点で，評価的要件の
中でも，事実と評価の境界線を比較的認識しやす
いものである．
　このような規範的要件を有する条項は，社会に
生じ得る多様な事象を立法府が事前に正確に予測
することができないことを前提に，予測可能な事
象だけではなく予測できない事象をも含めて規律
の対象に含めるべきものと立法府が判断し，規範
的要件の形で規範を構成することで，司法府の裁
量的な判断に委ねているものである．その意味で，
規範的要件の解釈適用の安定を図るために，類型
化（事例群の形成）の努力は必要であるとしても，
それにはアプリオリな限界があることは否定でき
ないと解されている．37）
　規範的要件の例として，借地借家法28条の「正
当の事由」の場合であれば，賃貸
・
人が建物の使用
を必要とする具体的事実と賃借
・
人が建物の使用を
必要とする具体的事実があり，裁判所がこれらの
事実を総合して，賃貸人の賃貸借の解約申入れに
つき「正当の事由」があるかを評価（規範的評価・
法的価値判断）する構造になっている．38）この場
合，「正当の事由」があるという規範的評価を成
立させる事実（評価根拠事実）としての賃貸
・
人が
建物の使用を必要とする具体的事実及びこのよう
な規範的評価の成立を妨げる事実（評価障害事実）
として賃借
・
人が建物の使用を必要とする具体的事
実の存否の判断は事実認定の問題であるが，これ
らの存否の判断がされた後にそれを正当事由と考
える（評価する）かどうかは，法的評価の問題で
ある．39）
　他方，規範的要件に該当しない例として，民法
555条は「売買は，当事者の一方がある財産権を
であり，ある表現がされるとそれについて各人が
同じ内容を考えること（各人が共通のイメージを
もつこと）ができるが，評価についてのある表現
のもつ表示価値は，多義的であって不明確である
から，評価についてはある表現がされても，それ
について各人の考える内容が必ずしも同じとはい
えない．ゆえに，事実はそのまま主張・立証の対
象事実と考えていいが，評価はそのまま主張・立
証の対象事実と考えてはならない．事実と評価の
簡明な区別の基準は「ある命題について各人が同
じ内容を考えることができる（各人が共通のイ
メージをもつことができる）かどうか」というこ
とであり，このような基準を採ることは，結局は，
民事訴訟による民事紛争の適正迅速な解決に役立
つという判断に支えられている．31）差し当たり，
事実と評価の区別の基準をこのように理解してお
く．
　⑶　規範的要件の意義
　事実と評価の区別は困難な側面を有している
が，評価的要素を要件に取り込んでいる典型例と
して，規範的要件というものがある．すなわち，
実体法規や判例が説示する法律要件の中には，事
実的な概念を用いて要件を示している事実的要件
と，評価的な概念を用いて要件を示している評価
的要件がある．評価的要件としては，例えば，「信
義誠実」（民法 1条 2項），「権利の濫用」（民法 1
条 3 項），「公序良俗」（民法90条），「正当な理
由」（民法110条），「過失」（民法709条），「正当の
事由」（借地借家法 6条，28条），などを挙げるこ
とができる．これらは，抽象的要件，抽象的概念，
不特定概念，不確定概念，あるいは本稿における
用語法よりも広い意味で規範的要件などとも呼ば
れている．32）,33）評価的要件における評価的要素の
程度や評価の基準は区々であるが，本稿では，評
価的要件のうち規範的評価の成立が所定の法律効
果の発生要件となっているものを規範的要件と呼
ぶこととする．34）上記の例はいずれも規範的要素
を含むものであると解するが，規範的要素を含ま
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件として規定している要件事実をそのまま主要事
実として捉え，換言すれば過失等の規範的評価そ
のもののレベルで主要事実を捉え，その判断を導
くに至った個々の具体的事実を間接事実として位
置付けていた．現在では，主に次のような理由か
ら，かかる間接事実説に代わって主要事実説が支
持されている．42）
① 　事実ならば，証拠によって直接立証すること
が理論的に可能なはずであるが，規範的要件（規
範的評価）自体は直接証明することができない．
上記のとおり，「過失」があるという評価を根
拠付ける又はかかる評価の成立を妨げる具体的
事実の存否がそれぞれ判断されたとしても，こ
のことによって自動的に過失事由の有無が明ら
かになる訳ではなく，各事実の存否を前提とし
て，法的価値判断に基づいて，過失事由に該当
するか否かを評価する作業が必須である．した
がって，過失という規範的評価は，直接証拠に
より証明することができないものであって，主
要事実とはなり得ないものである（この点は，
主要事実説を支持する多くの論者がその論拠と
して摘示している．）．
② 　主要事実説によると「過失がある」という評
価を成立させるための具体的な事実を主張しな
ければ主張責任を果たし得ない．他方，間接事
実説によると「過失がある」と主張するだけで
主張責任を果たしたことになるが，かかる主張
だけでは，具体的な争点や攻撃防御の対象は明
らかにならないから，かかる主張のみによって
主張責任を果たしたとするのは妥当ではない．
③ 　間接事実については弁論主義の適用がなく，
裁判所は，当事者の主張がなくともそれを認定
することができるが，規範的要件について，そ
れを基礎付ける事実を間接事実として位置付け
ると，当事者が全く主張しない事実を認定して
規範的要件の充足を認めることが可能となり，
当事者に対する不意打ちとなる．例えば，間接
事実説によると，原告は請求原因事実として，
相手方に移転することを約し，相手方がこれに対
してその代金を支払うことを約することによっ
て，その効力を生ずる」と規定しており，この条
文の「財産権」，「代金」，「支払う」といった要件
は，具体的事案では，「○市○町○番に所在する
土地何平方メートルの所有権」，「金何万円」，「小
切手の交付」といった具体的事実として主張され，
裁判官はこの具体的事実が法規の要件を満たすか
否かの判断である当てはめを行うことになる．40）
かかる当てはめの作業そのものは法的判断である
と解されるが，規範的要件の場合は，その際に規
範的な評価を行っているのである．
　⑷　規範的要件の主要事実
　規範的要件は，規範的評価の成立が所定の法律
効果の発生要件となっている点で，事実と評価の
境界線を比較的認識しやすいという特徴から，事
実と評価に関わる問題を考察する場合に好個の素
材となり得る．ゆえに，主要事実は当事者の主張
を必要とし，間接事実・補助事実は当事者の主張
をまたないで裁判所によって判決の基礎とされる
ことになることは前述のとおりであるが，このこ
とに関して，従来における主要事実の捉え方の是
非や弁論主義適用の基準として主要事実と間接事
実の区分を用いることの是非が，とりわけ規範的
要件の主要事実をどのように捉えるべきかという
問題場面で議論の的となった．
　規範的要件については，規範的評価自体を主要
事実として，それを根拠付ける具体的事実である
評価根拠事実を間接事実とみるか（間接事実説），
あるいは評価根拠事実を主要事実とみるか（主要
事実説）で見解が分かれている．現在では，間接
事実説を支持する論者は少なく，主要事実説が定
説化している．41）
　例えば，交通事故による損害賠償訴訟で問題と
される被告の過失自体が主要事実なのか，それと
も過失の具体的中身をなす「酔っぱらい運転」，
「スピード違反」，「脇見運転」などが主要事実な
のかという点について，かつては，法規が法律要
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Ⅲ　立証責任（証明責任）
１ 　立証責任の意義
　裁判は，事実を確定してそれに法令を適用して
なされる構造になっているが，事実の確定は自由
心証主義に委ねられ，5種の証拠調べ手続（証人
尋間，鑑定，書証，検証，当事者尋間）と弁論の
全趣旨が活用される（民事訴訟法247条）．しかし，
これらの手段を尽くしたとしても事実の存在・不
存在につき裁判官が確信をもつに至らないこと，
すなわち，裁判官の心証が，民事訴訟において，
事実証明のために最下限として必要な心証の程度
である証明度にまでは至らないこと（真偽不明）
があり得ないではない．そして，ある事実が存否
不明のときに，その事実の存在又は不存在が仮定
されて裁判がなされることにより当事者の一方が
被る危険ないし不利益を立証責任（証明責任）と
いう．46）法の欠訣を理由に裁判を拒むことが許さ
れないのと同様に，事実の存否不明ないし証拠の
欠乏を理由に裁判を拒むことはできないところ，
事実が存否不明の場合に裁判を可能にする仕組み
が立証責任の制度であり，自由心証の働きの尽き
たところから立証責任の機能が始まるといわれて
いる．47）
２ 　証明の対象＝事実
　証明の対象は事実であるから，立証責任が問題
となるのは事実であり，評価ではない．48）
　また，証明の対象となるのは，生の具体的事実
であって，法的概念である要件事実ではない．し
かし，法規の適用は，要件事実の存否にかかって
いるため，立証責任は要件事実について問題とな
る．もっとも，通常の法条の場合には，要件事実
とその内容をなす具体的事実たる主要事実とは一
体的に観念され得るから，立証責任も主要事実に
ついて観念すればよく，その当事者への分配も同
様であると解されている．主要事実について真偽
不明であれば，要件事実について真偽不明と考え
単に，「被告の過失により」と述べるだけで足
り，その点を被告が認めれば，真正の自白とし
ての拘束力を生ずることになり，逆にいえば，
「過失」と評価できるか否かという点は法的価
値判断であるのに，裁判所が当事者の主張に拘
束されてしまうことになる．また，個々の具体
的事実を間接事実とすることの結果，上記過失
の例でいえば，原告において被告が「酔っぱら
い運転であった」ことを過失と主張していたと
しても，裁判所は，当事者の主張しない「スピー
ド違反」をもって過失と認定し，これに基づい
て判決してもよいことになり，当事者にとって
アンフェアな不意打ちとなる．
　もっとも，主要事実説に対して，疑問が示され
ていない訳ではない．43）この点に関する説明は省
略せざるを得ないが，一つだけ言及しておきたい．
すなわち，上記②と関連するものであるが，原告
が何を主張すべきかを定めるに当たっては，主要
事実か間接事実かの区別よりも，その事実が当該
訴訟との関係において，どれだけ勝敗に影響する
重要な事実，つまり真の争点を構成しているかど
うか，が基準になるべきではないか（その意味で，
主要事実と間接事実の区分は主張責任の適用の有
無を決定付ける絶対的基準とはならないのではな
いか）として，弁論主義の第 1テーゼが，主要事
実のみに妥当し，間接事実又は補助事実について
は妥当しないと解することに疑問を呈する見解が
ある．44）主要事実・間接事実の区分を一応の基準
とした上で，重要な間接事実には弁論主義が及ぶ
し，主要事実のうちでも当該訴訟において重要で
ないものには弁論主義が及ばないというように調
整していく，というのが落ち着きのよい解釈であ
り，主要事実と間接事実の区分を弁論主義適用の
基準としていないとみられる判例（大審院大正 5
年12月23日判決・民録22輯2480頁，最高裁昭和33
年 7 月 8 日第三小法廷判決・民集12巻11号1740頁）
もこの枠組みの中で捉えることができるとして，
上記見解に基本的に賛同する論者も存在する．45）
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り，規範的評価を争う当事者にその存在の主張・
立証責任を負担させるべきであるという説明がな
される．53）
　また，規範的要件と立証責任の問題について，
個々の評価根拠事実・評価障害事実については真
偽不明があり得ても，その後の規範的評価におい
ては，規範の適用という法的判断であるから事実
の存否のような真偽不明というものはあり得な
い．したがって，裁判所は，その判断が難しい場
合であっても，適用する個々の法律の精神ないし
趣旨及び関連事実に照らして，規範的要件の充足
の有無という法的評価の判断を行うべきであ
る，54）あるいは，少なくとも，かかる判断が困難
である場合であっても，事実の存否の真偽不明と
同一の立証責任規範によって解決されるべきもの
ではないというような見解が支配的であると考え
る．もっとも，規範的評価の判断が困難である場
合には結果的には立証責任と類似した規範が働く
という議論や，規範的要件の全てにおいてかかる
見解が当てはまるかどうかという議論も存在す
る．55）
　他方，立証責任の存在根拠に関する上記見解は，
借地借家法上の「正当の事由」のように，要件の
考慮要素の多様性に着目して要件構成されている
総合判断型の規範的要件については，個々の事実
の真偽をあえて確定しなくても，真偽が不明のも
のはそのままの心証の度合いにより総合判断の基
礎として，規範を適用すれば足りると考えられる
ため，必ずしも立証責任を適用する必要はないか
ら立証責任を認める必要はないし，むしろ認める
べきではないという見解にまで発展している（こ
の見解は，総合判断類型の規範的要件においては，
その判断要素となる事実については弁論主義（主
張責任）の対象にはなるが，立証責任は観念しな
いのが相当であるという結論に行き着く．）．56）
　しかしながら，規範的要件における個々の主要
事実に対して立証責任の適用を認めるべきではな
いとする上記見解に対しては，主張責任の対象と
て，立証責任により裁判を行えばよく，証明につ
いても，主要事実の証明があれば要件事実の証明
があると考えて，法規を適用すればよいと考えら
れているのである．49）
３ 　立証責任の対象と存在根拠
　立証責任の対象は主要事実のみであり，間接事
実・補助事実は対象外であって，間接事実・補助
事実の真偽不明は主要事実の真偽不明に吸収され
るものと考えられている．50）立証責任の対象とい
う問題は立証責任の存在根拠とも関わる．この点，
立証責任の存在根拠は，当該事実の真偽を確定し
ないと，それに基づく法規の適用が不可能になり，
訴訟の結論を導き出すことができなくなってしま
うことにあることを前提として，立証責任の適用
範囲を明らかにする見解がある．この見解は，立
証責任の対象となる事実の範囲を定める基準を，
どの事実について真偽を確定しないと判決ができ
なくなってしまうかという点に求め，その事実に
ついてあえて真偽を確定しないでも判決ができる
ような場合にまで立証責任を適用することは不当
であると説明する．立証責任というものは，本来
の裁判所の心証とは異なる前提に基づいて結論を
導くものであり，そこには常に誤判のリスクがあ
るため，その適用が不可欠である場合にしか適用
すべきでないというのである．51）
４ 　規範的要件と立証責任等
　規範的要件の主要事実をいかに考えるかという
問題について，前述のとおり，現在は主要事実説
が支持を得ている．同説の立場からは，規範的要
件に係る規範的評価そのものは主要事実ではな
く，その規範的評価を根拠付ける具体的事実（評
価根拠事実）が主要事実であり，この評価根拠事
実については，規範的要件を主張する当事者にそ
の存在の主張・立証責任を負担させるべきである
一方，評価根拠事実と両立する事実で規範的評価
を妨げる事実（評価障害事実）52）も主要事実であ
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対象となるという従来の理解に対して，重要な間
接事実も主張責任の対象とすべきであり，主要事
実と間接事実の区別は決定的なものではないとい
う見解や総合判断類型の規範的要件においては，
その判断要素となる事実については弁論主義（主
張責任）の対象にはなるが，立証責任は観念しな
いのが相当であるという見解も現れており，連接
点の接着度又は接着面は必ずしも固定的なもので
はない．
　また，主要事実は文字どおり「事実」であり「評
価」ではないが，実際上，両者の線引きは困難な
面がある．この点，本稿では，事実と評価の区別
の基準は「ある命題について各人が同じ内容を考
えることができる（各人が共通のイメージをもつ
ことができる）かどうか」という点に求めること
が可能であるという見解に与しておきたい．
　なお，筆者は，規範的要件の次のような特徴に
着目しており，要件事実論の知見を租税法の世界
に持ち込む際には，規範的要件を巡る議論から有
益な示唆が得られるのではないかと考えている
（ただし，❸の主張・立証責任の負担の所在に関
する部分をそのまま租税法の世界に持ち込むこと
については，慎重な意見もあり得ることを付言し
ておく．）． 
❶ 　規範的要件においては，具体的事実が規範的
評価の対象となる事実であるかどうかという法
的概念への当てはめに止まらない規範的評価
（例えば，過失の判断に関わる具体的事実の存
在が確定された場合に，これを法的価値判断と
して過失というかどうかの判断）を要するこ
と．58）
❷ 　したがって，規範的要件においては，主要事
実である評価根拠事実が証明されたとしても，
直ちに要件充足となるのではなく，規範的評価
が成り立つかどうかの法的価値判断，とりわけ
評価根拠事実と評価障害事実を踏まえた総合的
な価値判断を要すること．
❸ 　規範的評価そのものは法的な価値判断であ
立証責任の対象とが一致しないことを認める点も
含めて，批判が示されており，57）今後の議論の動
向が注目される．
Ⅳ　 連接点としての主要事実と規範的要件の 
特徴
　これまでの考察を簡単に整理しておこう．主要
事実は，少なくとも，①事実の証明による要件
充足と反証の可否，②弁論主義（主張責任の対
象と自白の対象），③立証責任の対象という三つ
の問題に連接するものであり，主要事実と間接事
実を区別する意義もこの①ないし③の観点から説
明することが可能であると考える．
　すなわち，①について，直接証拠により主要事
実の存在を証明した場合には，その証明が揺るが
ない以上，基本的には法律要件を充足し，所定の
法律効果の発生が認められるが，間接証拠により
間接事実を証明した場合でその証明が揺るがない
場合であっても，主要事実の存在の証明という点
については常に反証の余地が残されている．②に
ついて，主要事実は，当事者の弁論に現われない
限り，判決の基礎にされない．また，ある主要事
実につき，それを主張しないために判決の基礎と
されず，その結果，主要事実の存在を前提とする
法律効果の発生が認められないという不利益又は
危険である主張責任の対象は主要事実のみに限ら
れる．さらに，裁判所は，当事者間に争いのない
主要事実については，当然に判決の基礎としなけ
ればならず，この意味で拘束を受ける．この場合
の自白の対象は主要事実に限られる．③について，
ある事実が存否不明のときに，その事実の存在又
は不存在が仮定されて裁判がなされることにより
当事者の一方が被る危険ないし不利益である立証
責任の対象は主要事実のみであり，間接事実・補
助事実は対象外であって，間接事実・補助事実の
真偽不明は主要事実の真偽不明に吸収されるもの
と考えられている．
　ただし，主要事実のみが主張責任と立証責任の
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ろうか．
②　立法事実や立法趣旨に含まれている経験則
が法解釈の場面でクローズアップされ得ること
や規範的要件に係る法的価値判断の過程で経験
則が先行適用され得ることを否定はしないが，
少なくとも最高裁平成 5年判決の次の判示 1及
び判示 3は，単に主要事実を推認する際の大前
提としての経験則を確認・適用する文脈ではな
く，法人税法とりわけ同法22条 4 項の解釈・適
用の文脈（法的価値判断）における説示ではな
いか．
③　収益（所得）の実現は，直接証拠によって
立証可能な（直接に証明の対象となるような）
事実ではなく，法的価値判断の要素を包摂する
抽象度の高い概念ではないか．収益（所得）の
実現が直接に証明の対象となる事実，誰もが共
通のイメージを持つことができるような事実で
あるならば，法に明定されたはずではないか．
④　「実現」又は「収入すべき」という概念は，
現実の収入の可能性，換価・経済的評価可能性，
法的・経済的管理支配可能性，公正妥当性，法
人税法22条 4 項の趣旨等に基づく総合的評価
（法的価値判断）になじむのではないか．
⑤　実現主要事実説は通説との関係が明らかで
はないのではないか．
（最高裁平成 5年判決の判示事項（抜粋））
【判示 1】「収益は，その実現があった時，すな
わち，その収入すべき権利が確定したときの属
する年度の益金に計上すべきものと考えられ
る．」
↓
【判示 2】「もっとも，法人税法22条 4 項は，現
に法人のした利益計算が法人税法の企図する公
平な所得計算という要請に反するものでない限
り，課税所得の計算上もこれを是認するのが相
当であるとの見地から，収益を一般に公正妥当
り，具体的事実ではないから，その規範的評価
を根拠付ける具体的事実（評価根拠事実）が主
要事実であり，規範的要件を主張する当事者に
その存在の主張・立証責任を負担させるべきで
ある一方，評価根拠事実と両立する事実で，規
範的評価を妨げる事実（評価障害事実）も主要
事実であり，規範的評価を争う当事者にその存
在の主張・立証責任を負担させるべきであると
解されていること．
❹ 　規範的評価そのものは法的な価値判断であ
り，具体的事実ではないから，規範的評価と評
価根拠事実とは，経験則に基づく推認の対象と
なる関係に立つものではないこと．59）
❺ 　規範的要件は，各法規に定められた規範に照
らした法的価値判断が予定されているものであ
り，事案に応じて，各法規固有の価値判断に基
づく対応が求められるものであること（例えば，
同じ「正当な理由」という文言であっても，各
法規に定められた規範の内容は異なり得るこ
と）．
Ⅴ　収益の年度帰属と要件事実論
　筆者は，別稿において，実現主要事実説に一定
の説得力と魅力を感じつつも，その採用には次の
①～⑤に掲げる事項を検討する必要があると考
え，もう少し議論を積み重ねる必要があるのでは
ないかという私見を述べた．60）
（検討事項）
①　実現主要事実説が論拠の一つとするいわゆ
る大竹貿易事件の最高裁平成 5年11月25日第一
小法廷判決（民集47巻 9 号5278頁．以下「最高
裁平成 5年判決」という．）における次の判示
1は，「実現があった時」と「収入すべき権利
が確定したとき」を「すなわち」という接続詞
で結んでいる．にもかかわらず，同判決が実現
と権利の確定を主要事実と間接事実の関係に位
置付けるものであると理解することは妥当であ
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されつつも，かかる判示に続けて，判示 3が示さ
れていることからすれば，同判決は，「益金の年
度帰属について，収益の実現を基準にしてこれを
判定すべきであるという規範（益金の年度帰属判
定規範としての実現主義）を定立し，収益の実現
を主要事実，収益に係る収入すべき権利の確定を
間接事実，として位置づけるという判断枠組みを，
採用したものと解される．というのも，企業会計
における収益計上基準としての実現主義は，広義
の発生主義……に属する考え方であり，収益の発
生につき客観的な確実性・確定性を要求するもの
であるが，収益に係る収入すべき権利の確定は，
そのような確実性・確定性の徴憑とみることがで
きるからである」と述べられる．61）
　かかる見解に従えば，権利の確定は，経験則を
通じて，実現という主要事実を推認させるという
構図になるが，判示 3の論拠ともいうべき判示 2
は，単に経験則によって導かれる類のものではな
い．すなわち，判示 2は法人税法22条 4 項の趣旨
について述べたものであり，しかも「法人税法の
企図する公平な所得計算という要請に反するもの
でない限り，課税所得の計算上もこれを是認する
のが相当であるとの見地」という部分から明らか
なように，法人税法固有の価値判断を同項の趣旨
に読み込むものである．このような趣旨を拠り所
として，「権利の確定時期に関する会計処理を，
法律上どの時点で権利の行使が可能となるかとい
う基準を唯一の基準としてしなければならないと
するのは相当でな」いという解釈を導き出してい
るのである．収益の年度帰属を判断するに当たり，
かような法人税法固有の価値判断を要することを
示唆する最高裁平成 5年判決を受容するならば，
収益の実現は規範的要件に該当するという理解
（以下「実現規範的要件説」という．）も視界に入
り込んで来る．あるいは，少なくとも，収益の実
現は事実的要件ではなく評価的要件であるという
理解や権利の確定も規範的要件であるという理解
も検討の対象となり得よう．
と認められる会計処理の基準に従って計上すべ
きものと定めたものと解されるから」
↓
【判示 3】「右の権利の確定時期に関する会計処
理を，法律上どの時点で権利の行使が可能とな
るかという基準を唯一の基準としてしなければ
ならないとするのは相当でなく，取引の経済的
実態からみて合理的なものとみられる収益計上
の基準の中から，当該法人が特定の基準を選択
し，継続してその基準によって収益を計上して
いる場合には，法人税法上も右会計処理を正当
なものとして是認すべきである．」
　以下，本稿におけるこれまでの考察を踏まえて，
上記検討事項のうち①ないし④を中心に，別稿で
示した私見に対して説明を補足したい．
１ 　検討事項①について
　判示 1について，最高裁平成 5年判決は，「そ
の実現があった時」と「その収入すべき権利が確
定したとき」を，「すなわち」という語で結んで
いるのであるから，「その実現があった時」＝「そ
の収入すべき権利が確定したとき」というように
理解していることがわかる．主要事実と間接事実
は異なる概念であるし，経験則を媒介として蓋然
的に主要事実を推認させる間接事実とその推認の
対象である主要事実とを「すなわち」という接続
詞で結ぶことには少なからず違和感を覚える．し
たがって，これらを主要事実と間接事実という関
係に捉えるのであれば，より詳細な説明が求めら
れるように思われる．
２ 　検討事項②について
　⑴　実現規範的要件説
　実現主要事実説を提唱される谷口勢津夫教授
は，最高裁平成 5年判決が，法人税法上の収益計
上時期に関し，判示 1について，実現主義と権利
確定主義とが同義とされているように思われると
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人の経理部長がその法人の金員を詐取し，これを
隠ぺいするために架空の外注費を計上していた場
合に，その法人は，経理部長に対する損害賠償請
求権の額を当該架空外注費を計上した事業年度の
益金の額に計上すべきであるかが争われたいわゆ
る日本美装事件の東京高裁平成21年 2 月18日判決
（訟月56巻 5 号1644頁）は，権利内容を把握する
ことが困難なため，直ちには権利行使（権利の実
現）を期待することができないような場合に該当
するかという点を，通常人を基準として，権利（損
害賠償請求権）の存在・内容等を把握し得ず，権
利行使が期待できないといえるような客観的状況
にあったかどうかという観点から判断している．
同判決が通常人という基準を用いてることからす
ると，損害賠償請求権に関する具体的事実が収益
の実現又は権利の確定という――仮にではあるが
――規範的要件の評価根拠事実又は評価障害事実
となり得るかは，経験則を前提とした判断が行わ
れていることになると思われる．62）
　以上の考察が正しいとすると，実現主要事実説
は，権利の確定があれば，通常，収益の発生につ
き客観的な確実性・確定性又は収入実現の蓋然性
が認められるといった経験則の存在を前提とする
ものであると解されるが，実現規範的要件説に立
つとしても，かような経験則が機能することは十
分にあり得る．したがって，「権利の確定 → 収
益の実現」という認定判断の過程において経験則
が機能していることをして，収益の実現と権利の
確定が主要事実と間接事実の関係にあることの絶
対的な目印と評価することは妥当ではない．
３ 　検討事項③及び④について
　「実現」の意義について，谷口勢津夫教授は，
所得の実現の本質的要素を所得の処分可能性とし
た上で，この処分可能性は，収入金額の換価可能
性及び資金（納税資金を含む．）の使用可能性と
いう限定された意味で用いられるべきであるとさ
れる．63）筆者も基本的にかかる見解に賛同するが，
　⑵　経験則との関係
　検討事項②のうち，「立法事実や立法趣旨に含
まれている経験則が法解釈の場面でクローズアッ
プされ得ること」という部分について説明を補足
しておこう．
　仮に，企業会計における収益計上基準としての
実現主義は収益の発生につき客観的な確実性・確
定性を要求するものであるところ，収益に係る収
入すべき権利の確定は，そのような確実性・確定
性の徴憑であり，権利の確定があれば，収益が実
現したものと推認されるという高度の蓋然性のあ
る経験則が存在するとしよう．そして，法人税法
22条 2 項の「当該事業年度の収益の額」という部
分を「当該事業年度に帰属する収益の額」を意味
するものと解釈した上で，この部分は上記のよう
な経験則が存在することを背景として定められて
いる，あるいはそのような経験則の存在を重視す
る趣旨で定められていると解することができると
しよう．この場合，法人税法22条 2 項の「当該事
業年度の収益の額」という部分は，上記経験則が
存在することを背景として定められていること又
はそのような経験則の存在を重視する趣旨で定め
られていることに着目し，あるいはこれらのこと
を強調し，収益の実現や権利の確定の意味内容に
係る解釈論――事実認定論ではなく法解釈論――
を展開することもあり得るであろう．
　また，検討事項②のうち，「規範的要件に係る
法的価値判断の過程で経験則が先行適用され得る
こと」という部分についても説明を補足しておく．
例えば，実現や権利の確定を規範的要件と解した
場合に，その評価根拠事実又は評価障害事実とし
てどのようなものが考えられるか，あるいは実際
の事案における具体的事実が評価根拠事実又は評
価障害事実となり得るか，という問題がある．そ
して，純粋な事実認定の場面だけではなく，かよ
うな問題場面においても，経験則が機能する場合
がある．
　本稿の内容に即した一例をあえて挙げると，法
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筆者のいわんとするところは，上記Ⅰの 2及びⅣ
の❷において述べたところから，ある程度，理解
できるであろう．ただし，特段の事情の意義等に
ついては，検討事項②において論及した経験則を
巡る議論と併せて，別の機会に更なる考察を行い
たいと考えている．
結びに代えて
　法人税法における収益（所得）の年度帰属（計
上時期）について，要件事実論（あるいは訴訟法）
の観点から，別稿において示した私見に対して若
干の補足を行った．このような観点からの考察手
法がこれまで蓄積されてきた租税法の理論に与え
る影響については必ずしも明らかではなく，肯定
的又は否定的な見方も含めて，今後の議論の深ま
りに期待したい．この点，実現主要事実説と対置
させる形で実現規範的要件説等に関する考察を進
めることは，かような考察手法の是非やその影響
に関する議論に対して一つの素材を提供するもの
といえよう．また，権利の確定を収益の年度帰属
との関係で主要事実と捉える理解や権利の確定も
評価であり，権利の確定という評価を根拠付ける
具体的事実こそが主要事実であるという理解など
を検討の対象に含めることも有益であると思われ
る．
 2015年 9 月28日脱稿
注
1 ） 谷口勢津夫『税法基本講義〔第 4版〕』383-384頁（弘
文堂　2014），同「税法における所得の年度帰属」税
法566号267頁以下（2011）．なお，いずれの文献も，
要件事実と主要事実を同義に解する用語法に従って
いるものと思われる（谷口勢津夫「収入金額の計上
時期に関する実現主義の意義―判例分析を中心に―」
阪法64巻 6 号1555頁（2015）の脚注（19）参照）．
2） 泉絢也「債務確定主義（債務確定基準）のレゾンデー
トル―権利確定主義・公正処理基準との関係，要件
事実論的考察も交えて―」税務事例47巻 2 号39頁以
下（2015）．
3） 事実とは，例えば，「個々の事件に属する，時と場
判例を概観する限り，徴税政策上の技術的見地や
公平な所得計算など租税法固有の基準が，実現が
あったものといえるかの判断に影響を及ぼすこと
も否定できないと理解しておきたい（ただし，こ
の点については後日の検討課題としたい．）．
　そして，これまで述べてきたとおり，事実と評
価の区別は困難を伴うものであるものの，「ある
命題について各人が同じ内容を考えることができ
る（各人が共通のイメージをもつことができる）
かどうか」という基準をもって両者を区別するこ
とが妥当であるとすれば，上記の意味における実
現はかかる基準を満たすことができないのではな
いかと考える．また，これまでの考察を踏まえる
と（とりわけⅡの2⑷参照），実現を主要事実と
し，権利の確定を間接事実に位置付けた場合，
「収益が実現した」と主張するだけで当事者は主
張責任を果たし又は自白が成立し得ることにもな
るが妥当であろうか，という疑問が生じる．さら
に，権利の確定や権利の確定を根拠付ける具体的
事実について，当事者の主張がなくとも裁判所が
証拠調べから認定できることは当事者に対する不
意打ちとならないかという懸念も惹起される．か
ような観点からも，実現規範的要件説には一考の
価値があると考える．
４ 　事実の証明による要件充足と反証の可否
　筆者は，別稿において，実現を主要事実，権利
の確定を間接事実と整理する実益の一つは，権利
が確定したと評価し得る事実が認められる場合
に，即「収益（所得）の実現」又は「収入すべき」
となるか，そうではなく（その論理的帰結として）
推認を妨げる特段の事情による反証が許されるの
かという点にあろうが，かような整理を行う実現
主要事実説によらないとしても，権利確定主義と
管理支配基準のいずれを適用するべきかとの選択
場面や，収益（所得）の実現又は権利の確定の判
断場面等において，かかる特段の事情が考慮され
る可能性は残されているという見解を述べた．64）
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賀集唱「事実上の推定における心証の程度」民訴14
巻43頁（1968），同「民事裁判における事実認定をめ
ぐる諸問題」民訴16号50-51頁（1970）参照． 
9 ） 伊藤眞「証明，証明度および証明責任」法教254号
34頁（2011）．
10） 青山善充「主要事実・間接事実の区別と主張責任」
新堂幸司編集代表『講座民事訴訟 4』396頁（弘文堂
　1985）．
11） 石川義夫「主要事実と間接事実」鈴木忠一 ＝三ケ月
章監修『新・実務民事訴訟講座 2』 3 頁（日本評論
社　1981）参照．
12） 兼子一 ＝竹下守夫『裁判法〔第 4版〕』301頁（有斐
閣1999），岩松三郎「経験則試論」『民事裁判の研究』
147頁（弘文堂　1961）．
13） 用語法として，例えば，法規の前件命題で要求され
ている事実の全体を「法律要件」とし，それを構成
する各個の事実を「要件事実（法律事実）」とする見
解（山木戸・前掲注 6，49頁）や法律効果を生ずる
生活関係を法律要件と呼び，これを組成する素因を
法律事実，民法の取り扱う法律事実を，その性状に
より，人の精神作用を要素とする容態と人の精神作
用を要素としない事件とに分けて説明する見解（我
妻栄『新訂民法総則　民法講義Ⅰ』231-233頁（岩波
書店　1965））などがある．
14） 「要件要素」という用語法について，北川善太郎「債
務不履行における有責性」論叢118巻 4 ・ 5 ・ 6 号
129-131頁（1985）参照．
15） 高橋・前掲注 7，425頁参照．「要件事実」と「主要
事実」を同義に解する用語法もある（司法研修所編『増
補民事訴訟における要件事実　第一巻』（法曹会
1986），伊藤滋夫『要件事実の基礎〔新版〕』3 - 4 頁（有
斐閣　2015）） が，上記のように，法的概念と具体的
事実を区分する用語法には理解を寄せることができ
る．他方，要件事実という語について，事実ではな
いものも含めて要件「事実」と呼ぶことは混乱を招
きかねないため，単に「法律要件」又は「個別的法
律要件」などと表現することで足りるという見解（伊
藤・同書 4 - 5 頁）は，傾聴に値するものと考える．
この点については，平野哲郎「新体系・要件事実論」
龍法44巻 4 号1208-1210頁（2012）も参照．なお，要
件事実と主要事実との異同について，中野貞一郎「要
件事実の主張責任と証明責任」法教282号34頁（2004）
参照．
16） 山木戸・前掲注 6，49頁，青山・前掲注10，396頁．
所とによって特定される外界および内心の具体的な
出来事および状態」と定義され，「ある出来事が売買，
譲渡担保，贈与，解除等であるというような法的評
価（法的性質決定）を含む事実は，法的事実……と
よばれる．これらの法的判断は，具体的事実を法規
にあてはめた結果得られるものであるので，概念的
には証明の対象たる事実ではなく，純然たる法的判
断である．」と説明される（谷口安平 ＝井上治典編『新・
判例コンメンタール民事訴訟法 5』 3 頁〔松本博之
執筆〕（三省堂　1994））．兼子一ほか『条解　民事訴
訟法』928頁（弘文堂　1986）も参照．
4） 中野貞一郎 ＝松浦馨 ＝鈴木正裕編『新民事訴訟法講
義〔第 2版補訂 2版〕』283頁〔春日偉知郎執筆〕（有
斐閣　2008）参照．
5） 経験則とは，経験から帰納的に得られた事物に関す
る知識や法則をいい，日常的，一般常識的な経験則
から専門科学的知識としての経験則まで，その内容
は広範多岐にわたるものであり，およそ，人が思考
を働かせ，それを表現し，また，他人の表現行為を
受けとる場合には，常に用いられるものであり，人
が直感性によらずに論理的に事物を判断するために
必ず前提としているものであるといわれている（本
間義信「訴訟における経験則の機能」新堂幸司編集
代表『講座民事訴訟 5』63-64頁（弘文堂　1978），
兼子ほか・前掲注 3，928-929頁，中野ほか・前掲注 4，
284頁．
6） 論理法則とは，論理学上の公理として先験的に自明
である思考の法則であり，形式論理における同一律・
矛盾律・排中律・充足理由律といわれる原理がその
例である（山木戸克己『民事訴訟法論集』59頁（有
斐閣　1990））．なお，広義の経験則は論理法則を含む．
経験則と論理法則の関係については，山木戸・同書
59頁，熊谷弘ほか編『証拠法大系Ⅰ　第 1編　証拠』
240-242頁〔山本卓執筆〕（日本評論社　1969），岩松
三郎 ＝兼子一編『法律実務講座民事訴訟編　第 4巻』
54-78頁（有斐閣1980），門口正人編集代表『民事証
拠法大系　第 1 巻』250-251頁〔岡崎克彦執筆〕（青
林書院　2007），近藤完爾『心証形成過程の説示』
130-133頁（判例タイムズ社　1985）など参照．
7） 高橋宏志『重点講義　民事訴訟法（上）〔第 2版補
訂版〕』423頁（有斐閣　2013）．なお，補充的主要事
実という概念について，高橋・同書440頁，山木戸・
前掲注 6，50-51頁参照．
8） 間接事実が補助事実として機能することについて，
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すぎないと指摘される．証拠と主要事実との関係が
極めて密接であって，そこには推定というような過
程はほとんど存在しないからその点を省略して説明
しているにすぎないというのである．
21） 本間義信「主要事実と間接事実の区別」福永有利ほ
か編『民事訴訟法の史的展開』410頁（有斐閣　
2002），門口正人編集代表『民事証拠法大系　第 1巻』
108-110頁〔小野瀬厚執筆〕（青林書院　2007）．
22） 本間・前掲注21，410頁．
23） 高橋・前掲注 7，404頁，伊藤眞『民事訴訟法〔第
4版〕』292頁（有斐閣　2011）．行政事件訴訟（24条）
では，少なくとも条文上は，部分的に職権探知主義
が採られている．
24） 高橋・前掲注 7，404-405頁．なお，職権証拠調べ
については，民事訴訟法186条等で部分的には認めら
れている．
25） 本間・前掲注21，411-412頁．
26） 高橋・前掲注 7，424頁，中野貞一郎 ＝松浦馨 ＝鈴
木正裕編『新民事訴訟法講義〔第 2 版補訂 2 版〕』
196-197頁〔鈴木正裕執筆〕（有斐閣　2008），村松俊
夫『民事裁判の理論と実務』73頁（高文社　1967）
参照．ただし，上記のような理解は原則的なもので
あり，この点に関する判例の態度は必ずしも明確で
はない場合があることを指摘するものとして，門口
正人編集代表『民事証拠法大系　第 1巻』57頁〔土
屋文昭執筆〕（青林書院　2007）参照．
27） 高橋・前掲注 7，405-406頁，伊藤・前掲注15『要
件事実の基礎』，128頁．
28） 梅本吉彦『民事訴訟法〔第 4版補正版〕』758-759頁
（信山社　2010）．自白の対象を巡る議論状況につい
て，谷口安平 ＝福永有利『注釈民事訴訟法（ 6）』
111-123頁〔佐上善和執筆〕（有斐閣　1995）など参照．
なお，弁論主義の第 2テーゼでいう自白と民事訴訟
法179条の自白との関係等について，勅使川原和彦
「『弁論主義の第 2テーゼ』と『裁判上の自白』小考」
石川明 ＝三木浩一編『民事手続法の現代的機能』41
頁以下（信山社　2014）参照．
29） 伊藤・前掲注18『事実認定の基礎』，11頁，伊藤・
前掲注15『要件事実の基礎』，281頁以下．事実認定
の段階においてすでに法的判断が不可分であるとい
う見解として，土屋文昭「事実認定再考」自正48巻
8 号78-80頁（1997）参照．
30） 伊藤・前掲注18『事実認定の基礎』，11頁，伊藤・
前掲注15『要件事実の基礎』，281頁及び287頁．丹野
なお，要件事実論における用語法に関して興味深い
議論を行うものとして，倉田卓次『要件事実の証明
責任論　契約法上巻』 1 -24頁（西神田編集室　
1993）参照．
17） 高橋・前掲注 7，425頁，村松俊夫『民事裁判の理
論と実務』24頁（高文社　1967），山木戸・前掲注 6，
49頁．なお，主要事実は，当事者によって当該事件
限りの具体的事実が選択され，弁論の場で主張され
ることで，初めて特定されるものであることについ
て，三木浩一「規範的要件をめぐる民事訴訟法上の
諸問題」石川明 ＝三木浩一編『民事手続法の現代的
機能』11頁（信山社　2014）参照．
18） 河村浩「契約書（処分証書）による事実認定の証明
のプロセス」判タ1101号58頁（2002）．伊藤滋夫『事
実認定の基礎〔補訂版〕』29頁（有斐閣　2004），今
中道信「事実認定について」司研76号41頁（1986）
も参照．なお，何がこの特段の事情に該当するかは，
当該経験則が抽出された基盤や前提を考え，具体的
に決する以外にはないこと及び特段の事情の存否に
つき何ら資料がないときは，特段の事情がないもの
として取り扱うべきであり，これも一種の，高度の
蓋然性のある経験則であるとする見解として，熊谷
弘ほか・前掲注 6，243頁参照．
19） 岩松・前掲注12，156頁．判例は，「訴訟上の因果関
係の立証は，一定の疑義も許されない自然科学的証
明ではなく，経験則に照らして全証拠を総合検討し，
特定の事実が特定の結果発生を招来した関係を是認
しうる高度の蓋然性を証明することであり，その判
定は，通常人が疑を差し挟まない程度に真実性の確
信を持ちうるものであることを必要とし，かつ，そ
れで足りるものである」と判示している（最高裁昭
和50年10月24日第二小判決・民集29巻 9 号1417頁）．
20） 伊藤・前掲注18『事実認定の基礎』，29頁，司法研
修所編『民事判決起案の手引き〔10訂版〕』82頁（法
曹会　2006），河村浩「民事裁判の基礎理論・事実判
断の構造分析（上）―事実認定論とは，どのような
考え方か―」判時2176号 8 頁（2013）の脚注（ 9）
参照．伊藤・前掲注18『事実認定の基礎』，83頁の注
（ 1）は，証拠から直接に事実を認定する方法も，「す
べての経験的事実相互の間に存する因果関係の法則
を理解し，これを具体的事実関係に適用して，既知
の事実から未知の事実を推認する」という間接事実
による主要事実の推認と同様の性質を持つものであ
ると考えられ，ただその推認の過程が直接であるに
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36
どのようにして区別するのかが重要であるから，規
範的要件を含めて評価的要件の要件事実を検討する
こととしている．ただし，同論文29頁の脚注（57）は，
規範的要件の適用によって，具体的妥当性を追求し，
制定法を補充・修正する場合は，評価的要件の評価
に規範的要素を含むか否かが法解釈上重要となると
いう興味深い指摘をなされている．
35） 難波・前掲注31，204頁．
36） 山本和彦「総合判断型一般条項と要件事実」河上正
二ほか編『要件事実・事実認定論と基礎法学の新た
な展開』69頁〔伊藤滋夫先生喜寿記念〕（青林書院　
2009）は，抽象的な要件のうち当てはめ段階で経験
則を判断基準とするものを事実的不特定概念と呼ん
でいる．
37） 山本・前掲注36，69頁．もっとも，立法府が事前に
予測することが可能であるか否かにかかわらず，多
様な事象や類型の全てを法令に明記することはでき
ないと考えられたために，規範的要件として規定さ
れる場合もあるであろうし，規範的評価に関して，
第一次的には行政庁の裁量的な判断に委ねているよ
うな場合もあるであろう．
38） 大島眞一「規範的要件の要件事実」判タ1387号24頁
（2013）．
39） 伊藤・前掲注18『事実認定の基礎』，12頁．
40） 倉田卓次「一般条項と証明責任」法教〔第二期〕 5
号70頁（1974）．難波・前掲注31，199頁は，「実体法
で規定している法律要件の内容は，法律概念，法律
用語をもって定められていることが多く，法律要件
の内容には必ず評価の要素が入っているといっても
過言ではない．しかし，評価の程度には差がある．
例えば，民法555条……の条文で，財産権というのは
評価的な部分がないではないが，通常は，事実を規
定していると解されている．」と述べられる．
41） 難波・前掲注31，211頁，中野貞一郎 ＝松浦馨 ＝鈴
木正裕編『新民事訴訟法講義〔第 2 版補訂 2 版〕』
382頁〔青木善充執筆〕（有斐閣　2008）など参照．
なお，現在では，法律実務の運用も多くは主要事実
説に従っているといると説明されているが（難波・
前掲注31，211頁），実務においては，間接事実説に立っ
た上で，具体的事実を重要な間接事実として摘示す
る例も少なくないともいわれている（司法研修所・
前掲注20，45頁）．なお，規範的評価を基礎付ける具
体的事実を準主要事実であるとする見解として倉田・
前掲注40，69頁以下，三井哲夫『要件事実の再構成〔増
達「民事訴訟における弁論の機能―主要事実と間接
事実をめぐって―」曹時45巻 1 号 5 - 6 頁（1993），
永石一郎「当事者からみた要件事実」伊藤滋夫編『民
事要件事実講座　第 1 巻』120頁以下（青林書院　
2005）も参照．
31） 伊藤・前掲注15『要件事実の基礎』，288-289頁，伊
藤・前掲注18『事実認定の基礎』，18頁．また，伊藤
滋夫『要件事実・事実認定入門〔補訂版〕』82頁（有
斐閣　2005）は，例えば「金銭の交付」というよう
な表現でも，通常は，それによって多少の違いはあっ
ても本質的には共通のイメージをもてると考えてよ
く，普通は事実扱いをしてもいいが，当事者の間に
争いがあるときには，それぞれが違うイメージをもっ
たために争いがあるというような場合もあることを
念頭に置いて，事実か評価かの問題は，結局は，当
事者の攻撃防御の適切な的になるような具体的状況
が述べられているかどうかで決めればよいとされる．
この点については，難波孝一「規範的要件・評価的
要件」伊藤滋夫編『民事要件事実講座第 1巻』208頁
（青林書院　2005），河村浩「民事裁判の基礎理論・
法的判断の構造分析（ 2）（下）（完）―要件事実論
の基礎的な概念・知識の検討―」判時2149号22頁
（2012）も参照．
32） 行政法学上のテクニカルタームとしての「不確定概
念」との混同を避けるためという理由で「不特定概念」
という語を用いる論者として，柏木邦良「不特定概
念と判決三段論法」北法22巻 2 号240頁（1971）の脚
注（ 5），篠田省二「権利濫用・公序良俗違反の主張
の要否」鈴木忠一 ＝三ケ月章監修『新・実務民事訴
訟講座 2』36頁（日本評論社　1981）参照．
33） 難波・前掲注31，206頁は，上記に掲げたものや詐
害行為取消権の発生要件である債務者の「無資力」
などの評価を要件とするものが評価的要件であると
することには異論がないであろうとされる一方，製
造物責任法における「欠陥」，売主の瑕疵担保責任に
おける「瑕疵」，建物明渡しで問題となる「占有」な
どは，これを事実的要件とみるか，評価的要件とみ
るかについては争いがあるように思われると述べら
れる．
34） 司法研修所・前掲注15，30頁参照．河村・前掲注
31，21頁は，規範的要件とは，評価的要件に当為の
要素（規範的要素）が加わった要件であるとした上で，
要件事実論的には，評価が規範的要素を含むか否か
が重要なのではなく，事実的要件と評価的要件とを
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頁〔福永有利執筆〕（有斐閣　1995））． 
49） 本間・前掲注21，430頁．
50） 高橋・前掲注 7，524頁．
51） 山本・前掲注36，79頁．立証責任は憲法32条を根拠
とするものであるという説明として，前田達明「主
張責任と立証責任について」民商129巻 6 号785頁
（2004）参照．
52） 評価障害事実の意義及び位置付けを巡る議論につ
いて，山内敏彦「一般条項ないし抽象的概念と要件
事実（主張・立証責任）」本井巽 ＝賀集唱編『民事実
務ノート〔第 3 巻〕』 1 頁以下（判例タイムズ社　
1969），松本博之「要件事実論と法学教育（ 2）―要
件事実論批判を中心に―」自正55巻 1 号67-69頁
（2004），難波・前掲注31，227-223頁など参照．
53） 吉川・前掲注42，164-165頁．なお，規範的要件に
ついては，立法技術上，法文には，規範的評価その
ものが要件であるとされていて法律要件としては一
つであるとしても，主張・立証の対象となる要件事
実（主要事実）のレベルでは，評価根拠事実が本文（積
極要件）に，評価障害事実が但書（消極要件）に規
定してあるものと理解することが可能であるとされ
る（吉川・同論文165頁，司法研修所・前掲注15，35
頁）．ただし，新藤幸司 ＝高橋宏志 ＝加藤新太郎「鼎
談　民事訴訟の現在と展望　第 5巻」新堂幸司監修
『実務民事訴訟講座〔第 3 期〕第 5 巻』 9 -10頁（日
本評論社　2012）における議論も参照．
54） 規範的評価が法的価値判断である以上，法を語るべ
き権限と責任を有する裁判所の判断によるべきであ
る（笠井正俊「不動産の所有権及び賃借権の時効取
得の要件事実に関する一考察」判タ912号 7 頁（1996）
参照）．
55） 規範的要件と立証責任との関係については，このⅢ
の 4で引用している文献のほか，倉田・前掲注40，
71-74頁，篠田・前掲注32，45頁，池田粂男「一般条
項の証明責任」三ケ月章 ＝青山善充編『民事訴訟法
の争点』254頁以下（1979），村田渉「要件事実論の
課題―学会論議に期待するもの」ジュリ1290号43頁
（2005）なども参照．
56） 山本・前掲注36，80-81頁．
57） 伊藤・前掲注15『要件事実の基礎』，320-327頁参照．
加藤新太郎「講座民事事実認定のプラクティス　第
12回」月報司法書士518号55頁（2015）も参照．なお，
総合判断型の規範的要件については立証責任は消え
てしまい，証拠提出責任だけが残るという見解とし
補・新版〕』88頁（信山社　1993）参照．
42） 田尾桃二「主要事実と間接事実にかんする二，三の
疑問」小山昇 ＝中島一郎編『裁判法の諸問題中』275
-281頁（有斐閣　1969），青山・前掲注10，371-375
頁及び397頁，吉川愼一「要件事実論序説」司研110
号164頁（2003），難波・前掲注31，212-217頁，中野
ほか・前掲注26，198-199頁，大島・前掲注38，32頁
など参照．
43） 田尾・前掲注42，278-289頁，大島・前掲注38，24
頁以下，中野ほか・前掲注26，198頁参照．
44） 田尾・前掲注42，278-281頁．主要事実説に立つ論
者の中にも類似の見解を示すものがある（村松俊夫
「間接事実の意義と価値」上法13巻 2 ・ 3 号33-34頁
（1970））．
45） 高橋・前掲注 7，427-428頁．中野ほか・前掲注
26，200頁，門口正人編集代表・前掲注26，59-60頁
も上記見解に基本的に賛成する．かような問題に対
して，弁論主義よりも釈明権の問題として捉える見
解として，青山・前掲注10，402-403頁参照．規範的
要件と主張責任を巡る裁判所の態度の混迷につき，
篠田・前掲注32，41-44頁参照．
46） 高橋・前掲注 7，517-518頁，山木戸・前掲注 6，
26頁．
47） 山木戸・前掲注 6，56頁．
48） 三ケ月章『民事訴訟法〔第 3版〕』421-422頁（弘文
堂　1992）は，「厳密にいえば，事実そのものが証明
の対象となるものではなく，当事者が主張する事実
判断の当否が証拠による認定の対象となるというべ
きである．」と説明される．また，特殊専門的な経験
則や外国法，特殊な慣習法など経験則や法規が証明
の対象となる場合もあるが（菊井雄大 ＝村松俊夫『全
訂　民事訴訟法Ⅱ』367頁（日本評論社　1989），谷
口 ＝井上・前掲注 3， 5頁，谷口安平 ＝福永有利『注
釈民事訴訟法（ 6）』 8 - 9 頁〔谷口安平執筆〕（有斐
閣　1995），新堂幸司『新民事訴訟法〔第 5版〕』579
-580頁 （弘文堂　2011）），経験則が真偽不明であれ
ば，それが真偽不明であることの結果としての主要
事実の真偽不明で処理すれば足りるし，外国法の内
容が不明であるときどうするかは立証責任の問題で
はなく法源論の問題であり，国内の条例，慣習法も
同様であるから，いずれも実体法規の適用・不適用
を指示する立証責任の問題ではないと説明されてい
る（新堂・同書，604頁，高橋・前掲注 7，525頁，
谷口安平 ＝福永有利『注釈民事訴訟法（ 6）』36-37
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入の現実の管理支配という経済的な事実を適用基準
とすることから，収入すべき権利の確定という法的
な事実を適用基準とする権利確定主義に比べて，そ
の適用基準が必ずしも明確ではないため，納税者の
予測可能性及び法的安定性，さらには税務執行の安
定性を害するおそれがあるので，租税法律主義の見
地からは，厳格かつ限定的に適用すべきであるとさ
れる．このような典型的な法的価値判断ないし政策
的判断が収益の実現の判断過程に存在するという理
解は，権利の確定や管理の支配は，単に経験則の助
けを借りて実現という主要事実を推認させる間接事
実として位置付ける実現主要事実説と，どのように
調和するのかという点も議論の対象となり得よう．
て，賀集唱ほか「証明責任論とその周辺」判タ350号
14頁以下〔賀集唱発言〕（1977）．
58） 吉川・前掲注42，162頁以下．
59） 吉川・前掲注42，164頁．
60） 泉・前掲注 2，39頁以下．
61） 谷口・前掲注 1『税法基本講義』383-384頁．
62） 規範的要件における経験則の先行適用に関して，大
江忠ほか「研究会　推論の構造―経験則の内実は」
判タ1239号34頁〔須藤典明発言〕（2007）参照．
63） 所得税法の解釈適用上の文脈であるが谷口・前掲注
1「実現主義の意義」，1551頁参照． 
64） 泉・前掲注 2，45頁．なお，谷口・前掲注 1「実現
主義の意義」，1552頁は，管理支配基準について，収
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